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第 3 章 実験倫理学の可能性、問題、限界 

Christoph Luetge, Hannes Rusch, Matthias Uhl (eds.), 

Experimental Ethics: Toward an Empirical Moral Philosophy (Palgrave, 2014), Chap.3 

（訳者注：以下は、元になった原稿から訳していますので、出版されたものとごく一部異なります。） 

クリストフ・リュトゲ（嶋津格訳） 

 

哲学はその長い伝統を通じて、常に新しい挑戦を受けてきた。この一連の挑戦の最新のものは、実験を

使う学問と方法から来ている。つまり実験哲学が、最近 10～15 年の間にますます高い評判を得、論争の

的になってきたことは明らかである。この運動の中で、倫理学の分野はもっと注目されるに値する。本

章の目的は、全面的な概観を示すことにはないが、すくなくともこの新しく勃興しつつある「実験倫理

学」の分野への導入的紹介、それが提供するいくつかの機会、議論すべき問題、予想される批判の検討、

を与えることにある(Luetge, 2014 も参照）。 

  我々は、実験倫理学に進む（2 節）前に、実験哲学の発展を簡単に要約する（1 節）。実験的哲学の

先駆者たちの一部について、3 節で論じる。4 節は、この新しいアプローチが将来にもたらすかもしれな

い機会を扱う。5 節は、いくつかのキーとなる（可能的）研究課題を示し、6 節は、（可能的）実践的含

意を素描する。7 節は、最近我々の研究機関で行った実験研究の実例を与える。そして、予想される批判

的コメントに焦点を当て（8 節）た後、結論を述べる（9 節）。 

 

1 実験哲学 

実験哲学の始点と発展については、長々論じられてきた（Appiah, 2008a 参照）。実験哲学は、哲学者、

倫理学者、その他が頻繁に行う直感への訴えに対する批評として始まった。実験哲学者はよく、「アーム

チェア哲学」アプローチの戯画まがいを描くが、これは、社会や人々のより一般的で広まっている直感

よりも特定の哲学者の頭内の直感に多く頼ると想定されるアプローチである。実験哲学は、哲学的関心

を引く仮想事例に関して「一般の人々」の直感を明らかにすることをめざす。その支持者たちは、「ノー

ブ（Knobe）効果」（Knobe, 2003）のような興味深い効果を発見したし、すくなくとも時々は、一般の

人々が下す道徳判断にたいするかなり興味をそそる洞察に逢着してきた。哲学一般にたいしてもつ意義

の正確な広さについては、議論されているが、この状態は多分まだまだ続くだろう。 

  しかし実験哲学は、他の専門分野の方法を利用した他の哲学的努力が受けてきたのと同じ反応に直

面している。というのも実験哲学は、認知科学および道徳心理学に密接な結びつきをもつからである。

現在、実験哲学が一人前の探求プログラムへと成長しつつあると言っても、公正な評価であることは確

実である。 

  哲学の重要な下位分野については、実験アプローチはそのいくつかに進出している。心の哲学

（Huebner et al., 2010; Schultz et al., 2011）、認識論（Buckwalter, 2010; May et al., 2010）、自由意志

問題（Nichols, 2006; Feltz and Cokely, 2009; Weigel, 2012）、形而上学（たとえば因果律問題につき、

参照、Knobe, 2009; Alicke and Rose, 2012）、そして特に道徳哲学（Knobe, 2005; Inbar et al., 2009; 

Greene, 2012; Kahane, 2013; Strohminger et al., 2014）などである。 

 



2 
 

2 実験倫理学 

多くの実験哲学者たちはこれまで何年も、主に理論哲学の問題に焦点を当ててきたが、実験アプローチ

にとってもっとも見込みのある分野は、実践哲学の領域であるように、我々には思われる。具体的には、

実践哲学は、心理学や経済学など実験の方法を長年採用してきた他の専門と関連性がある。これらの専

門の内部でも、研究される問はしばしば、道徳的動機や正義の問といった倫理の次元に至ることがある。

それゆえ、実践哲学、そして特に倫理学の分野で、実験アプローチの適用成功例を探すのは、ずっと自

然なことに思われる。 

  実際、類似のまたは関連する倫理学へのアプローチを要求してきた著名な哲学者が一人いる。彼の

本「倫理学における実験（Experiments in Ethics）」(Appiah, 2008a)の中でクワミ・アピア（Kwame 

Appiah）は、最近の倫理学のパラダイムの多くが、他の――特に実験関係の――専門との可能な連携を

さぐることをおろそかにしている、と苦言を呈している。アピアは、デカルト、ライプニッツ、カント

のような過去の多くの偉大な哲学者たちが、他の専門の研究をしていたことを、我々に思い起こさせる。

このことはまったく知られていないことではないが、アピアの苦言がほとんど現代の分析哲学に向けら

れている（そして伝統的な非分析的アプローチに主に向くのではない）のを見るのは興味深い。彼によ

れば現代分析哲学はあまりにも、社会的・経済的現象にたいする視角をもたない言語分析と思考実験に

集中している、とされる。倫理学はそれよりも、もっと経験的専門分野へと向かい、もっと実験に拘わ

るべきだ、とアピアは論じる。徳倫理学と社会心理学の衝突は徳倫理学者たちに、自分たちの説明の輪

郭を明らかにして、どの心理学的主張が自分たちの見解にとって必要で、どれが必要でないか、を明確

にせよ、と挑戦している、とアピア（Appiah, 2008b）は概略を述べる。どんな心理学的証拠が人間の本

性について現実に証明するのか、について多数の者が要点を示した。その結果彼は、哲学者たちが他の

実験家たちの研究を促すだけでなく自分でも実験に携わった最近の事態の展開を歓迎している。確かに、

アピアはそのような実験を自分で行ったと主張するわけではないが、すくなくとも彼は、倫理学の内部

にそのような発展の場を用意している。彼の見解では実験哲学は、哲学的分析に脅威を与えるのではな

く、刺激と挑戦を提供するのである。 

 

3 哲学的先駆者 

実験倫理学は、我々がこの章で主張するように、新しい営みではあるが、先駆者たちがいないわけでは

ない。過去には用語自体は明示的に使用されなかったが、倫理学のいくつかの構想が経験的（かならず

しも実験的ではないが）専門分野からの方法と成果を実際に利用していた。二つのその種の構想をここ

で取り上げよう。第一は、自然主義的基礎に立つ倫理学であり、第二は、経済学的手段を伴うビジネス

倫理学である。 

3.1 自然主義的基礎に立つ倫理学 

倫理学において自然主義の観念はしばしば、懐疑的に捉えられてきた。それは、「倫理学的自然主義」の

語が G.E.ムーアや他の人々によって、誤って事実から規範を導こうと試みるアプローチ（いわゆる「自

然主義の誤謬」）をさすものとして使われてきたからである。 

  第一にそして何よりも、我々はここで擁護する構想をさす語として、「倫理的自然主義」を使うこと

はせず、むしろもっと弱い意味の＜自然主義的基礎に立つ倫理学＞について語る。第二に我々は、事実

から規範を導くとは主張せず、最初に何らかの基本的規範群がなければならないことを認める。バート
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ランド・ラッセルはかつて、異なる文脈でではあるが、「空白の懐疑からはどんな議論も始まらない」と

述べた（Russel, 1952, Chapter XIV）。同様に我々は、空白の事実から規範や規範的議論を導くことを望

むことはできない――そしてこれができると主張することもしない。しかし我々が実際に主張するのは、

経験的事実、それに実験的発見は、実行可能な（または実施可能な）規範のセットを大いに削減するの

に役立ちうる、ということである。ゲオルゲス・エンデルレ（Georges Enderle, 1999）はこのバランス

の取れたビジネス倫理へのアプローチを「二本足のアプローチ」と呼んだ。我々と似た線に従って彼は、

腐敗防止をめざしている会社の経営陣が、健全な倫理基準を実施する（規範的次元）だけでは十分では

ない、経営陣はまた、腐敗的行動の底にある精神的・行動的過程を理解すること（認識的次元）も必要

だ、と論じたのである。彼のメタファーの枠組み内に留まるならビジネス倫理は、この二つの次元の一

方を欠くなら一本足で歩いているのである。 

  第三に我々は、自然諸科学の発見だけを扱うそれではなく、社会諸科学と経済学をも含む自然主義

の観念を採用する（Kitcher, 1993 参照）。共通の核となるのは、哲学第一主義（prima philosophia）ま

たは、経験諸科学を真剣に受け止めようとせず、純粋に議論構成、討論、非経験的推論、のみに依拠し

ようとするようなタイプの「アームチェア」哲学を拒否することである。この点は外せない一方で、た

とえ哲学のような専門分野であっても、経験諸科学が達成した進歩をすべて無視することはできない（し

すべきでもない）のである。神経哲学（Churchland, 1989）や進化論的認識論（Campbell, 1974）のよ

うな一部の哲学的営みは、（すくなくとも部分的に）哲学のモデルとしての経験的専門諸分野に関連して、

この点をすでに計算に入れていた。これまでに利用された理論的資源の中には、進化論生物学、ゲーム

理論（制度経済学）、道徳心理学、などがある。そしてここでは我々は、実験の次元を加えることで、そ

れをもう一歩先へ進めたい。 

3.2 経済学的手段を伴うビジネス倫理学 

ここで論ずべき第二のアプローチは、ビジネス倫理学の分野でもっともよく知られている。多くのビジ

ネス倫理学へのアプローチが主に哲学的議論に依拠する一方で、経済学からの方法と結論を中心的に（追

加的にのみではなく）援用する一つの顕著な構想がある：それは秩序倫理学である。 

  秩序倫理学（Ordnungsethik）は、様々な現代社会の社会秩序というシステム的な問題に焦点を当

てる。それは、しばしば排他的に個人の責任を論じる古典的な倫理学の観念から自らを区別する。そこ

においては個人の罪の観念は、問題がもつ相互的性質の承認へと道を譲る。集団内で生じる望まれざる

諸結果は、一方的に解消することはできず、多くの個人が直面するインセンティブの枠組みを改善する

ことによって解決できるのである。 

  それゆえ秩序倫理学は、行為のレベルとルールのレベルを区別することで、マルチレベル・アプロ

ーチを導入する。これは、本書の第１章で論じた３レベルアプローチ――個人的なミクロ・レベルと組

織的なメゾ・レベルが行為の２レベルを表し、システム的なマクロ・レベルがルールのレベルを表す―

―に密接に関係している。匿名的な市場を伴う近代社会では、多くの本質的問題がルールのレベルでシ

ステム的に対応されねばならない。このことは、会社がミクロ・レベルとメゾ・レベルで倫理的決定を

行うことから解放されるという意味ではない。なぜなら、様々な契約は必然的に不完全であり、倫理的

行動のための余地を十分に残すからである。その場合には、評判形成と自発的セルフ・コミットメント

が公式的ルールの場所を占めねばならない。しかし、要求される個人や組織の行為は、原理上インセン

ティブと両立可能なものに再構成可能でなければならない。倫理的要求は、経済主体の利益をシステム
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的に侵害するものではありえないからである。 

  秩序倫理学のアプローチは、制度経済学と憲法経済学、それにゲーム理論を基礎にしており、およ

そ 25 年ほど議論の対象になってきた（最近のものとして、Luetge and Mukerji, 2014; Luetge, 2015 参

照）。その中心的信条の一つは、経済の倫理学とビジネス経営の倫理学は経済の論理――そして特に経済

の倫理的論理――を真剣に受け取らねばならない、という点にある。競争のような経済の主要な側面は、

倫理的価値をもち、それ自体の中に倫理的教訓を保持している。たとえば、（会社や経営者たちのような）

個々の当事者は多くの場合と状況において倫理的な動機や利他主義に従っていないにもかかわらず、競

争は関係しているすべての当事者たちにとって利益になる。 

  さらに秩序倫理学は、倫理の諸カテゴリーが経済学の用語で再解釈可能だと主張する（Luetge and 

Mukerji, 2014）。たとえば義務は、長期的（そして金銭的にとどまらない）投資と長期的コミットメン

トの奨励として再解釈できる。「賢慮（フロネーシス）」の観念は、賢明な経済的・倫理的均衡化と考え

られる。これらその他の例は、経済学と倫理学が、どちらも自省的なやり方で遂行されるとはいえ、同

じコインの二つの面であることを示している。経済学的手段は、狭い新古典派経済学の意味に理解され

るのではなく、制度経済学や憲法経済学、それにたとえば進化論経済学にも及ぶべきである。 

  グローバライゼーションの時代は秩序倫理学の必要を増大させる、と我々は論じる（Luetge, 2007）。

第一に前近代には、価値と生活スタイルにおける多元性はずっと少なかった。文化は、規範的直感だけ

でなく認識的直感にとっても重要である。Knobe and Nichols (2008) は彼らが担当した「直感の文化間

差異」についての章で、分析哲学は、知、自由、指示など哲学的主題になると人々が同じ直感を共有し

ていると前提するようだ、と論じている。第二に前近代の社会的相互作用は、現代ほど匿名的でなかっ

た。そのため、一般に受容されているルールは、面と向かっての制裁によって容易に守らせることがで

きたが、もはやそのような状況はない。秩序倫理学が促進する社会統治は、人類学的知見よりもむしろ

状況を基礎にしている（Luetge, 2007）。専門化と競争から利得をえたいと考えるグローバルな社会は、

ルールによる支配のシステムへと転換せねばならない。しかしながら、相互作用のためにいかなるルー

ルが必要かは、所与の相互作用が置かれた状況的条件に依存する。相手同士が類似の規範的背景を信頼

し合えるので、道徳規範による非公式の統治で十分、という場合であるかもしれない。もし、グローバ

ルな取引がしばしばそうなってゆくように、異なる文化的・社会的・規範的基礎が優勢になるなら、共

通の相互に受容されたルールの必要性は必然的なものになる。 

  自然主義的基礎に立つ倫理学と経済学的手段を伴う倫理学は、本章で擁護する構想の哲学的先駆者

とみなしてよい。このような見方からすれば実験倫理学は、これらおよび関係するアプローチの、整合

的かつ「論理的」な継続および延長である。 

 

4 機会：なぜ実験倫理学なのか 

まず最初に問われるべき根本的問は、正当化の問：一体全体なぜ実験倫理学などというプロジェクトが

必要なのか、である。別の言い方をすれば、実験倫理学は伝統的倫理学よりどこがよいのか。この問に

たいしてよい答ができなければ、科学者共同体にたいして実験倫理学の価値を信じてもらうことは難し

いだろう。 

  一つの出発点として相応しいのは、経験的議論を明示的に拒絶する倫理学の議論がもついくつかの

欠陥を述べることであろう。秩序倫理学は、ビジネス倫理学の中で同じことを行った。それは、［本来は］
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インセンティブと当該の秩序枠組みの欠陥であるものを変えるために、単純により強い道徳的動機づけ

を要求し個々人の良心に訴えたようなビジネス倫理学の議論の欠陥を指摘することによって、である。 

  同様にして、一般的な意味で伝統的倫理学における欠陥を見いだすことも可能なはずである。経験

的知識、特に実験的知識、の役割を過小評価したこと、はまさにその候補となる。もう一つの候補は、

インセンティブまたは状況の枠組みが変化するときに道徳的動機がどのようにして低下するのか、を実

験的に研究しなかった、ということであろう。 

  Vernon Smith (2008) は、特定の規範や公式的制度がなぜ時間のテストを生き延びたのかの理解が

問題になるときに実験が提供する機会、について素描している。ハイエクに従いながら彼は、設計主義

的合理性とエコロジー的合理性とを峻別する。設計主義的合理性は、制度の目的的・計画的デザインを

に言及する。ある制度は、その環境の構造に適応している程度に応じてエコロジー的に合理的である。

我々は、「can do」［訳者：よくわかりません］氷山の歴史的一片を見ることができるだけである。ヴァ

ーノン・スミスによれば歴史的データの経験的研究は、存在しないものの研究ができない点で厳しい限

界をもつ。実験室での実験においては、存在しないものまたは存在しえたもの、の研究は実験の設計者

の構想力によって制限されるだけである。それゆえそれは、なぜ一定の制度がエコロジー的に合理的で

ないのかを理解する巨大な機会を提供する。このことはまた、政治の領域でコストの大きな誤りを回避

するのを助けてくれるかもしれない。設計主義は意図的に、好ましいと考えられる一定の結果を生み出

すような、ルールを創造し社会経済的制度を設計するために、理性を使う。スミスの言い方では、生起

している事物の配置は、たとえ当初は設計主義的であっても、機会費用と環境の挑戦に配慮した一定の

生存機会をもっているはずである。つまり、存在するものは存在しないものに決定的に依存しているの

である。これらの議論は、我々が目にする公式・非公式の倫理的制度の分析にとって非常に重要である。 

  確かにこれは現時点では、開かれた問を伴う一つの探求プログラムである。それゆえ次に挙げるリ

ストは、まったく完全とはいえないが、実験倫理学を先に進めるためのいくつかの相応の理由を提供す

ることを意図したものである。 

 

  第 1 に、アームチェア哲学のような「敵」を批判する議論をするだけでは十分ではない。たと

えそれが妥当な関心であることは確かであっても、それは多くの面で、にせの標的を撃つ議論をし

ていることでもある。なぜなら、伝統的哲学たちでさえ、時によってアームチェアから出て自然科

学や社会科学の知見を実際に論じるからである。だから実験倫理学が他のアプローチを批判すると

きはもっと対象を絞らねばならないし、もっと建設的でなければならない。 

  第２に、結果的には理論的問題群も論点にのぼることにはなるだろうが、実験倫理学は巨大な

理論的論争から始めるべきではない。それよりも、適用においてこのアプローチが何をすることが

でき、どんな興味深い知見があるのか、を示す方が実り多いだろう。この意味でそれは、特に多元

的なグローバル社会におけるビジネス倫理学の中で、これまでより広い討論の基礎を提供すること

で、理論的論争の機会を提供することさえできるだろう。 

  第３に、上記のように、伝統的倫理学内の欠陥と考えられるものは、言語化されるべきである。

伝統的な倫理学的議論進行にどんな欠陥があるのか。実験倫理学は、これら欠陥をどこでいかにし

て解消またはその状況の改善ができるのか。どのようにして、個々の具体的な結果はこれら欠陥を

具体的な形で改善できるのか。 
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  第４に、実験倫理学が、実験経済学、実験心理学、実験生物学、など他の実験を伴う専門分野

にたいしてもつ関係が明確にされねばならない。倫理学における実験的研究は、心理学や経済学に

おける実験研究とどのように異なるのか。 

  第５に、実験倫理学の（特に）重要な仕事は、異なる専門分野の関連する成果を収集すること

である。これは、倫理学においてほとんど行われていない仕事である。 

  第６に、実験倫理学を適用するための特に収穫の期待できる領域は、応用倫理学の種々の下位

分野であるかもしれない。医療倫理学や生命倫理学やビジネス倫理学は、そのようなアプローチの

候補として相応しいだろう。実験倫理学から特定の領域へと一般的洞察を移転できるかという問題

自体も、もちろん経験的テストに従わねばらないないだろう。 

 

5 問題：実験倫理学の鍵となる研究問題は何か 

新しい研究分野にとって鍵となる問題は、十分にオリジナルで持続可能な研究の問題群を産み出し確立

してゆけるかにある。以下に続く節では、より一般的な視点から、実験倫理学に関係のある倫理問題を

いくつか論じることにする。 

5.1 価値づけと道徳的直感 

人々は、それぞれの異なる行為、帰結、結果などにたいして、どんな倫理的価値を与えるのか。一定の

行為、状況、または人々についての一般的または共通の道徳的直感は何か。人々がインセンティブの変

化、ゲームのルールの変化、協調関係にある（または、ない）相手の行動変化、に直面したとき、これ

らの価値づけはどのように変動するか。さらに、様々な道徳的直感は、一つの社会の人々の中で非均質

的に分配されているのか。それらは、すべての条件下で安定しているのか、またそれらは、実験の参加

者たちに一定の（肯定的または否定的な）行動を体験させることで、原理上変化させうるのか。反省的

均衡の概念（ロールズ）は、実験において再現または少なくとも近似的に確認できるのか。 

5.2 道徳的動機：何が人々を道徳的にまたは非道徳的行動へと動機づけるのか 

これは明らかに、倫理学におけるより伝統的な問であるが、実験倫理学が新鮮な視角から取り上げるこ

とができる問でもある。たとえば Eric Schwitzgebel (2009) は、図書館の戸棚からなくなった本［の実

験］のデータに基づいて、倫理学の原理を知っていることが自動的に人々をより倫理的な形で行動させ

るわけではないと論じる――倫理学者たちが他の人々よりも少ない本を盗むわけではないらしいためで

ある。同じように秩序倫理学の中で、囚人のディレンマ状況においてはより多くの倫理学の知識も倫理

的行動へのより多くの訴えかけも、参加者たちの状況を改善しない、という点が長く論じられてきた。

むしろ、道徳的に動機づけられる人々を――罰するのではなく――可能にすることによって、倫理的な

改善へと導きうるのは、インセンティブにおける（秩序枠組みにおける）変化のみである。これらの仮

説はまた、実験的証拠によって跡づけられる。たとえば Gürerk et al. (2006) は、「制裁を科す機関がも

つ競争上の利点」を立証した。回を重ねる形の実験で、被験者は繰り返し公共財への貢献を求められる。

参加者はそれぞれの回に、自分が、フリーライダーを処罰しうる制度の中に「住み」たいか、それとも

処罰がない制度の方に「住み」たいか、を選ぶことができた。当初の制裁のある制度への嫌悪の後、そ

してこの反事実仮想的世界における自分の成績を見た後、当事者たちは制裁のない制度から制裁を科す

制度へと住み替え、最後には当事者たち全員がそこに行き着いた。後の方の段階では、フリーライダー

たちに現実の制裁を科すことすら不要だった。当事者たちに協力へのインセンティブを与えるには、脅
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すだけで十分だったからである。これは、スミスのいうエコロジー的に合理的な制度のよい例証である。 

5.3. 「当為は可能を含意する」：人々が社会的・経済的インセンティブに制約されてディレンマ状況に

おかれている場合、倫理的意味で彼らから何を現実的に期待できるだろうか 

ここでも、囚人のディレンマに似た状況が中心にある。これらの状況においては、我々は現実的に、参

加者たちがゲームのルールを単独で無視または回避すると期待することはできない。そんなことをすれ

ば、結果的に彼らの立場は劇的により悪くなるだろうからである。状況が許さないことを彼らがすると

期待することはできない。そしてもし我々が、人々が現実を回避すると期待しない――たとえば、我々

は人々が 20 メートルジャンプするのを禁止する必要はない――とすれば、実験の設定で有効にできる他

の、倫理的に実行可能または履行可能な行為の仕方の範囲を同じように狭める現実もある。ルールと進

行中の現実という制約はもちろん人々を、それらのルールと進行中の現実を人々の道徳的想像力にあう

ように変更する努力を払うべく動機づけるかもしれない。 

5.4 トレードオフ：人々はどのような条件下でどのような種類の倫理的トレードオフを受け入れるのか 

多くの倫理学の伝統的アプローチの中でさえ今や、倫理的事柄においてトレードオフが行われ、それは

原理的に非難すべきものでない、ということが認識されている。ここで実験倫理学のアプローチは、一

般的なシナリオおよび特殊な（そして領域特異的な）シナリオにおけるトレードオフに関して、より多

くの知識を訂正するのに役立つことができるだろう。 

  明らかにこれらは、いくつかの暫定的であって徹底的からはほど遠い、その一部がすでに探求され

ている問である。我々の考えではこれらはすべて、さらなる研究に値する。これが、他の実験的専門、

具体的には実験経済学と行動経済学、実験心理学と行動心理学、生物学と認知科学、の助けなしに実行

可能でないのは確かである。しかしながら、実験倫理学の分野の問と研究にたいして常に倫理的次元が

追加されてゆくだろう。実験経済学者や実験心理学者も、時によって実際に倫理学的問題をかすめるの

だが、実験倫理学者はこの領域を、彼らの仕事にとって中心的なものと考えるだろう。それゆえ倫理学

的次元は、ビジネス倫理学にとって不可欠である。規範的倫理学のみが、倫理的な価値と規範を正当化

することができる。存在から規範を導くことは不可能である。しかし、自然主義の誤謬（Frankena, 1939）

を回避することは、一定の事実を、それが自分の規範的価値と容易に相容れないのでそれらを否定する

という道徳主義の誤謬（Davis, 1978）の餌食になることを意味しない。Hans Albert ([1968]1991)は明

示的に、規範と事実の間のギャップを克服するための橋かけ原理（Brücke- Prinzipien）を推奨した。ア

ルバートのいうとおり、科学は我々に何をすべきかを告げることはできないが、すくなくとも何が、実

行不可能であってそれゆえ道理にかなった規範的要求の埒外にあるのか、を告げることはできる。つま

り、ユートピア的ラディカリズムは非難されるべきである。上記のように、実験倫理学は、我々が実行

可能な選択肢のセットを特定するのに役立つのである。 

  当面、暫定的な境界確定としてはこれで十分かもしれない。もちろん、我々の分野の発展が進むに

つれて、それをより詳細に説明する必要がでてくるだろうが。 

 

6 実験倫理学の実践的含意 

実験倫理学の研究課題を素描してきたので我々は、このタイプの研究がどんな含意をもつ可能性がある

かについて、すくなくともいくつかの一般的想念を与える試みをしてみたい。生起しつつある分野にた

いして、初めから直ちにすべての可能的な実践的含意を見つけ出すよう要求するのは、無理な注文だろ
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う。特に、哲学の下位分野の場合はこのことが当てはまるだろう。しかし実験経済学と実験心理学がす

でにしばらくは活動してきたので、我々はそれらの研究への類比からいくつかの（仮説的）帰結を導け

るかもしれない。 

  経済学がビジネス倫理学の重要な素材を提供することはすでに述べたが、同じことが実験経済学に

ついても当てはまる。同様にして、ビジネス倫理学が産み出す制度的改革の示唆に関連する結果がいく

つか存在する。たとえば Daniel Kahneman (2011) その他にしたがえば、その種の示唆を行うに際して

我々は、一定のバイアスとメンタル・トラップに注意せねばならない。その一部のみを挙げれば、将来

を軽視して現在（今あるものここにあるもの）を優先するバイアス、追加利得を軽視してより大きな安

全を優先するバイアス、時間的視野限界（time horizon）評価の弱点、フレーミング効果、その他が存在

する。人々は、処罰するためのコストが高すぎない場合に限って、違反者とフリーライダーを制裁する

気になる。人々はまた、多くの状況と環境のもとで偶然が果たす大きな役割を見過ごすとともに、単一

の事例を過度に一般化して過大な判定をする傾向がある。即時性バイアスについての研究が示すように、

特定される行動バイアスの一部は文化横断的にかなり強固である（Thaler and Benartzi, 2004）。他のバ

イアスは文化的要素に強く依存し、それゆえ広く世界的に差異を示す。たとえば Chang et al. (2001) が

発見したところでは、日本人、アメリカ人、ヨーロッパ人は同じように、否定的事象が自分よりも他者

に起こる可能性の方が高いと予想する（楽観バイアス）。他方日本人は、肯定的事象が自分よりも他者に

起こる可能性の方が高いと予想する（悲観バイアス）が、ヨーロッパ人とアメリカ人はこの傾向を示さ

ない。一定のバイアスを説明する制度は他の国に移転することができないかもしれないので、様々な文

化的要素を十分に理解すべきである。文化的要素は、地球規模で活動する会社が克服すべき挑戦となり、

たとえば、異なる国々でビジネスを確立するときに執行部が、自民族中心的アプローチと多中心的アプ

ローチのどちらを促進したいと考えるかという問題を提起する。それゆえ我々は、様々な制度をデザイ

ンするとき、これらのバイアスを計算に入れねばならない。そして日常の実践においても同様に、カー

ネマンは、選択肢を早く排除してしまわないこと、決定の前に自分の視野を十分広げること、など複数

の戦略を示唆している。 

  実験経済学の発展を調べることで、実験倫理学へのもう一つの教訓が得られるだろう。それは、実

験経済学がしばらくの間そうしていたように、特定の研究方向に固着してしまってはならない、という

ことである。かなりの期間その主唱者たちは主に、経済人という観念を反証して、新古典派経済学が信

じているよりもずっと大きな道徳的動機が人々の中に存在することを示す、という試みで持ちきりだっ

た。これは確かに有効で（すくなくとも発表論文の数の点では）成功したアプローチだが、近年のかな

りの数の研究が示したところでは、道徳的動機は失われたり大幅に減衰したりする（たとえば、Binmore, 

2010; Franzen and Pointner, 2012; より初期のものとして Andeoni, 1988 参照）のであって、道徳的動

機は、もっと大きな物語中の一つの部分にすぎない、のである。そのためこのことは実験倫理学にとっ

て、分析の視野を拡張すること、そして直接的な実践的含意を導き出すのを急ぎすぎないこと、を意味

する。2011 年に我々が設立したミュンヘン工科大学の実験倫理学研究室（EEL: Experimental Ethics 

Lab）で我々は、まさにこのことを実践しようとしている。 

 

7 EEL における最近の倫理学実験の例 

以前の経験的研究は、競争が有害行動を促すと論じていた（たとえば、Muller et al., 2012）。しかし、
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観察される有害行動の動機は探求されておらず、競争が、配分的結果を決定する代替的モードと比較さ

れてもいない。特に、観察される有害行動が実際にどこまで、単に「勝者」と「敗者」を宣言すること、

そしてこの位置関係の結果が目立つようにされること、と対置される意味での競争的環境によって生じ

ているのか、は明らかでない。それゆえ我々は、この主張が挑戦を受けるような、一連の誘因つきの実

験を実施する。 

  実験の核となるのは、いわゆる馬車馬（workhorse）である。馬車馬［実験］は、一つの経験的モデ

ル、関心を惹く状況の本質的側面のみを捉えた単純なゲーム、である。ビジネス倫理学にも重要な含意

をもつ実験経済学の有名な馬車馬［実験］の一つは、公共財ゲーム（Androni, 1988）である。このゲー

ムにおいて被験者たちは繰り返し、自分の元手の一部を共通のプールに寄付することが許される。この

プールに溜まった金銭は、最後にすべての被験者に平等に分配される。このゲームのインセンティブは、

どの特定の個人も、皆が寄付する一方で自分は個人的に寄付を控えるなら、金銭的報酬を最大化できる、

という形になっている。しかしながら全体としての効率は、各人がゲームのそれぞれの回に全面的に寄

付するときに達成される。それゆえ馬車馬は、囚人のディレンマの n 人版である。関心を惹くいくつか

の変数（制裁、事前のコミュニケーション、匿名性、など）がゲームの結果にたいしてもつ影響を研究

するために、多くの操作が実行された。 

  一つの実験では我々は、被験者が二人ずつ組になって単純な計算問題を解くスピードを競う競争を

導入する。競争の後で、相対的な点数にしたがって「勝者」と「敗者」が宣言される。実験のずっと短

い第 2 段階で被験者は、相手方の金銭［受け取り資格］の全部または一部を、自分には何も金銭的利得

は得られないまま、燃やしてしまう機会を手にする。 

  第１に我々は、競争の後実行される有害行動の動機をよりよく理解することを目的にする（Jauernig 

et al., 2015）。被験者はランダムに、３つの処遇のうち１つを与えられる。基本［線となる］処遇では被

験者は、相手を罰することが許される実験の第２段階に入る時、実験の競争的段階では敵だった相手と

組になったままである。第２の処遇では、勝者たちは敗者たちに「グループ責任」を取らせるかどうか、

またその逆はどうか、が調べられる。というのはこの場合には勝者たちは、自分が個人として破ったの

ではない敗者たちと［二人ずつ］組み合わし直されるのである。第３の処遇では、勝者は他の勝者と敗

者は他の敗者と組み合わし直される。興味深いことに、見知らぬ勝者と敗者は、顔見知りの勝者と敗者

の場合と同じだけ厳しく罰を与える。それは、被験者たちが「外のグループ」に完全な責任を帰すこと

を表している。基本処遇と第３の処遇を比較すると、敗者は他の敗者からよりも勝者から有意により厳

しく罰されるが、勝者は敗者からと他の勝者から同じだけの厳しさで罰される、ことが観察される。こ

のことは我々を、「敗者は勝者に気をつけろ、勝者は［何しろ］気をつけろ！」という教えへと導く。勝

者たちにとっては、自分が誰を相手にしているかは問題にならないが、敗者は自分の同輩からは同情を

期待できるからである。 

  この馬車馬［実験］を拡張する将来の研究は、有害行為をしないという公的約束（public commitment）

の効果を探求することになるだろう。その実験では、加害が起こりうる実験の第２段階の前に、自分の

相手方に加害しないという拘束力ある約束を同時に行うことができる。第２段階に入る前に、このよう

な約束は、組になる二人の間で共通の知識となるようにされる。このような約束は、たとえ一方の当事

者が加害を控える拘束的な宣言をしても、有害行為を防止するという意味ではあいまいであり、また、

もしどちらの当事者もそれを利用するという決定をしなければ、有害行為の拡大に繋がる、と予想され
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る。うまくゆけばそのような発見は、任意の公的約束が会社の社会的責任という領域でもつ重要性を強

調するだろうし、同時に、結ばれなかった約束が大声で［否定的意味を］発信するかもしれないという

事実にたいして注意を促すだろう。 

  最後の研究では我々は、競争と他の地位を伴う結果を決定する代替的モードとを対比するだろう。

この代替的モードは、（眼の色やジェンダーのような）恣意的な自然的基準によって「勝者」と「敗者」

を宣言するものだろう。そのような代替的手続における勝者と敗者によって呼び起こされる害の水準と

競争の後で呼び起こされる水準とを比較することによって、競争自体が探求の対象である現象の原因で

あるのか否か、を判定することができる。 

  別の一連の実験で我々は、会社における詐欺の動機を研究した。それまでの研究では、しばしば示

唆的な方法に依拠する心理学的実験が支配的である。たとえば Mazar et al. (2008)では被験者は、足し

算の課題を解き、その後で解答を与えられ、自分の出来具合を自己評価してくれと依頼される。結果的

に彼らは自分の成功を報告し、――モニタリングはされていないので――自分のスコアについて嘘をつ

くかもしれない。しかし被験者は、テスト用紙の原本をシュレッダーにかけるよう指示されており、こ

のことはもっとも偽りが嫌いな被験者にとってさえ嘘の引き金になる可能性が高い。会社の役員たちが

しばしば、自分自身の利益のためではなく会社のために不正直な行為をしたのだと主張することで自分

たちの不正直な行為を正当化するという事実は、文献の中でほとんど無視されている。 

  そこで我々は、被験者が金銭を稼ぐビンゴ・ゲームの結果について嘘をつくかもしれない欺しゲー

ムを導入する（Schermann et al., 2014）。このビンゴ・ゲームは、大きな教室という環境の中で行われ、

シュレッダーのような示唆的な方法は使わない。これは、「現実の生活」環境にもより近い、嘘つき行動

のより保守的なテストを提供するために行われる。 

  勝利の受益者［が誰になるか］は、実験の中で被験者がランダムに割り振られる異なった処遇によ

って異なる。たとえば基本［線としての］処遇においては被験者は、自分自身の利益のために嘘を言う

ことができる。第２の処遇では彼らは、慈善組織のために嘘を言うことができ、金銭を自分のものにし

ておくことは許されない。そして第３の処遇では、彼らは嘘を言ってから、稼いだ額を自分自身と慈善

との間でどのように分けるかを決めることが許される。被験者たちはこの環境で、もしその利得が自分

自身の利益になるだけなら、めったに嘘をつかない、ということを我々は発見した。もし金銭を自分自

身と慈善組織とに分けることができるなら、彼らは平均的に、金銭の半分以上を慈善に与える。このこ

とは、個々人は実際に利他的な選好をもっており、慈善の寄付をよい目的だと考える、ことを表す。こ

の環境でも、嘘言は観察されない。有意な水準の虚言は、あいまいでない形で金銭が慈善に与えられる

ことが決まっている場合にだけ観察される。これらの発見は、非難できない動機は虚言を容易にする、

ことを表す。これらは将来経営者になる者たちに、その経歴の可能な限り早い時期に、詐欺の有害な効

果について注意を促すことの重要さを指し示している。 

  ここでもこの馬車馬を、虚言の水準がいくつかの独立変数の操作にどのように反応して変わるかを

調べるように拡張することが可能である。例を一つだけ挙げれば、被験者が出す結果を発生の順に公表

してゆくことの効果を研究して、行われる公表の通路依存性（path dependence）を観察するなら、それ

は興味深いかもしれない。予想としては、被験者たちは、自分の公表［される選択］を自分の前任者の

それに条件付けるだろう。そしてそれゆえ、それ以前に行われた公表［された選択］の大胆さに影響さ

れるだろう。そのような発見は、被験者たちが公的な虚言行為を回避する方を選ぶかどうか、それとも
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自分自身の正直であれという私的格律に反して行為することを義務とさえ感じるかどうか、そしてもし

彼らが公的に慈善目的の献金を公表せねばならないとしたら、どの程度までこの推論が同僚からの圧力

に反応して変化するか、を表すだろう。 

  EEL は実験室での研究だけに限定されているわけではない。実験経済学の中に、確立した実験室で

の発見の外的妥当性に疑問を呈するために実験室での実験を実地実験で補うという運動が存在する（た

とえば、Gneezy and List, 2006; Alevy et al., 2007; Karan and List, 2007 参照）。実地研究は、実験倫

理学にとっても貴重であることがわかるだろうと、我々は考えている。この理由のために我々は現在、

被験者がどこにいても決定を行うことを可能にするようなスマートフォンのアプリを開発中である。こ

れは、長期的な被験者の相互作用的決定の研究を可能にしてくれる。実験室の限界の一つが、被験者た

ちがごく限られた時間しかそこに留まらない点にあることは確かである。それゆえ、一つの例だけを挙

げれば、評判形成の分析は、場合によって研究室で把握するのが難しいのである。アプリが提供するも

う一つの機会は、それが簡単に、文化横断的な研究を可能にする点にある。被験者たちは、彼らを物理

的に一つの場所に集める必要なしに、世界全体から実験に参加できるからである。 

  この時点で、有意味な研究課題を構成するについて哲学の果たす役割を強調することが重要である。

哲学は、それが扱う様々な問題をすべて、ただ実験的専門分野に委ねてしまうことはできず、経験的な

研究を自らの分野へと統合せねばならない。実験的設定は単なる道具であって、所与のよく定義された

問題との関連で適切であることができるだけである。我々が行った実験の場合このことは、競争や詐欺

について健全な概念化を発展させることが哲学的営みであり続けることを意味する。このことが妥当す

る場合にかぎって実験的馬車馬は、倫理学者が本質的だと考える問題のいくつかの側面を把捉すること

ができるのである。もちろんこのことは、倫理学者が、アプリオリには考えすらしなかったが結果とし

て自分の理論の中に入り込んでくるような実験的発見によって啓発されることを妨げるわけではない。

この意味で倫理学者は、自分が無関係だと考えた側面が実際には被験者の選択にとって決定的であるこ

とを発見するだけでなく、自分が決定的だと考えた側面が被験者の決断にまったく影響しないこともま

た発見するのである。 

 

8 予想される批判 

実験心理学にたいする将来の反論に備えるために、遭遇すべき批判のタイプをリストにまとめてみるこ

とが有益かもしれない。もっともありそうなこととして批判は、二つのカテゴリーに属するだろう。第

１に、実験的アプローチ一般に照準を合わせる一般的批判があるだろう。第２に、特に倫理学で実験的

アプローチを使うことに対する特別の批判を予想すべきである。 

  一般的批判の中には、社会科学や経済学内の実験は、「現実の社会的世界」を扱うのではないと推定

されるから、それ自体として欠陥がある、と暗に仮定するような言明が予想される。様々な陣営に属す

る社会学者たちはこれまで、このような形で実験的アプローチを批判するのに特に熱心だった。しかし

ながら、最近の１５から２０年で社会科学内の実験の評判が劇的に上昇し、批判者たちは退却しつつあ

る。それでも、この種の批判に対抗する最善の方法は、他の専門において成功している実験的アプロー

チを提示し、実験的社会科学を観念的すぎて理論的モデル化指向だとして非難することがいかに非生産

的かを示すことであろう。最終的にはすべての科学は必然的に、現実を抽象して理論モデルを利用しな

ければならない。それらのモデルに価値があるのはそれらが、テスト可能で実験によって反駁可能であ
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り、それゆえ矛盾する証拠の光を受けて改変したりよりよいモデルと取り替えたりできる場合である。

実験はまた、理論がどこで追加的な自由度を説明せねばならないか、を我々に教えるかもしれない。た

とえば、経験的有意味性をもつことがわかった文化的特異性の考察が問題になるような場合である。本

章の前の部分で我々は、秩序倫理学が、正しいガヴァナンス・システムを選択するために状況的な相互

作用の条件に帰す重要性を論じた。実験倫理学は、文化横断的相互作用の状況的条件を理解するために

必要な支援を提供することができる。 

  特に倫理学に拘わる批判では、いくつかの標準的反論が予想できる1。 

 

  「実験倫理学は自然主義の誤謬を犯している。」簡潔な答えは、我々は事実から規範を導こうとは

まったくしていない、である。ここでの作品はすべて、「当為（ought）は可能性（can）を含意する」

という視角の内に収まる。実行可能な倫理的判断にたいする経験的制約が同定されるのである。 

  「『実験』と『倫理学』という二つの観念は人間をモルモットとして使うことを示唆することで、

ミルグラムの実験のように問題含みのプロジェクトを思い出させる。」これはまったくの誤解である。

人間が実験の被験者として拘わっていることは確かである。しかしこれは、これまで何十年にもわ

たって実験的社会科学が標準的に実施してきたことであり、倫理委員会やそれに類するものによる

厳正な精査を頻繁に受けている。いずれにせよ、一般的に我々の実験はミルグラムの実験ほど侵襲

的ではない。ビジネス倫理学が、生死にかかわる問題よりも市場の法則性を分析することにより関

心をもっていることにも注意を向けるべきである。それゆえ多くのビジネス倫理学の実験は、金銭

的インセンティブと欺瞞の不存在によって特徴づけられる実験経済学の方法に依存することになる

だろう。もし相手が実際には架空の存在であれば、ミルグラムの実験で行われたように被験者が、

別の参加者と組みになっていると告げられることはけっしてない。 

  「これが倫理学とどう関係するのか？」この批判は時々、伝統的な哲学の視角から投げかけられ

る。ごく簡単にいえば、使われる概念、問われる質問、焦点となる研究課題、がもっている明白に

倫理学的な性質を指し示すことで、これに答えることができるだろう。実験は一般に倫理学にとっ

て意味がない、とする主張は結果的に、もっとも熱心な伝統主義者だけが望ましいと考えるような

純粋に非経験的な「アームチェア」的学問に倫理学を委ねることになる。このことが意味するのは、

実験倫理学が、規範倫理学に取って代わることができるとか、そうすべきだとかではなく、それに

情報を与えるのだ、という点をここで再度強調しておくべきだろう。 

  「あなたたちがやっているのは、ミクロ人類学とまったくかわらない。」この論点は真剣に受け止

めるべきである。実験倫理学は、排他的に行為者とその判断のみに目を向けるべきではない。状況

的枠組み、状況的制約、それらが与えるインセンティブ、などがまた、実施される実験で重要な役

割を果たす。この記述的・説明的視角が与えるそれぞれの観察は、状況的枠組みについて採用され

る規範的・倫理的視角へとフィードバックしなければならない。そうすれば後者の視角は当然、規

範的重要性を主張する問題に向けた更なる記述的探求を駆り立てるだろう。 

 

9 結論 

最後に我々は実験倫理学が、グローバル化、持続可能性、金融化、など本書の第１章で挙げた現代の挑

                                                  
1 秩序倫理学にたいしても類似の批判が提起された。Luetge and Mukerji (2014) 参照。 
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戦という文脈で、価値のある洞察を提供しうるかもしれない、という点を強調したい。多元的なグロー

バル社会という背景の下では、言語分析を超えて文化横断的な共通の道徳的価値を経験的に同定するこ

とは、役に立ちうることである。そのような我々を一つにする価値群は、規範的多元主義のせいでかな

り弱い条件に基づかねばならない文化横断的な倫理的討論の基礎となるかもしれない。 

  一例を挙げれば、現在の報酬のために未来を譲り渡す被験者の傾向を分析する即時性バイアスの実

験は、持続可能性の緒論点の研究が問題になる場合に、よい情報源となる。具体的には、相対的に穏や

かな制度的枠組みの変化、たとえばデフォルト・ルールの変更によって（Sunstein and Reisch, 2014）、

長期的配慮への選好を促進しうる、という十分な実験的証拠がある。 

  実験はまた、金融化が被験者の市場行動に与える影響に光を投げかける。たとえば、近視眼的損失

嫌悪における差異が問題になる場合にプロのトレイダーの行動と素人の行動との比較を可能にするよう

な、啓発的な研究が実施されてきた（Haigh and List, 2005）。 

  最後に、科学的学問は一つのやり方そして一つのやり方でのみ実施されるべきだと考える人々に反

対して一般的な点を述べておかねばならない。哲学は、他の学問よりも大きな許容余地をもっている。

そしてこのことを、実験倫理学の利益になるよう利用せねばならない。我々は哲学を、様々な学問分野

とそれらの様々な方法論的アプローチを引き合わせる「諸科学のインターフェイス」と見なすことを提

案する。そして哲学動物園がもつテーマ上の領域は十分広いので、一つの新しい住人つまり実験倫理学

を追加することを許容するのである。 
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